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《 修学生の皆様へ 》

この修学資金は、不足している看護職員を確保する
ため群馬県民の税金を財源として修学生へ貸与する制
度です。

修学生としての自覚を忘れる制度の目的を理解し、
ことなく、必要な手続を忘れずに行ってください。
修学生の皆さんが群馬県の医療の担い手として末永

群馬県のマスコットく御活躍されることを期待しています。
「ぐんまちゃん」

《 修 学 生 控 》
氏 名

養 成 施 設 名

令和 年 度 第 号

令和 年 度 第 号
貸与決定番号

令和 年 度 第 号

令和 年 度 第 号

令 和 年 月
貸 与 期 間 ～

令 和 年 月

貸 与 金 額 円

氏 名
連

住 所
帯

電話番号
保

氏 名
証

住 所
人

電話番号

※ 修学資金の返還免除、又は返還の申請の際に必要となる項目です。
必ず記入し、忘れないように注意してください。
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【用語の説明】

債務（さいむ）とは… 特定人（債務者）が他の特定人（債権者）に対し

て、一定の行為（給付）をすることを内容とする義務。

この手引きでは 「修学資金を借りた者（修学生）が貸した者（群馬、

県）に対して、その返還をしなければならない義務」を言います。

猶予（ゆうよ）とは… 実行の期日を延ばすこと。また、延期を認めるこ

と。

この手引きでは 「修学資金の返還を延期すること」を言います。、

猶予が認められる例として、看護職員養成施設への進学、病気、出産

・育児、育児休業などがあります。

履行（りこう）とは… 債務者が債務の内容である給付を実現すること。

この手引きでは 「修学生が修学資金を返還すること」を言います。、

履行期（りこうき）とは… 履行しなければならない期日。

、「 」この手引きでは 修学生が修学資金を返還しなければならない期日

を言います。

例えば、月額３６，０００円の修学資金を借り受けた者に返還理由が

生じた場合、１か月ごとに３６，０００円を払わなければならない期日

がきます。以降、返還が終了するまで毎月続きます。

業務（ぎょうむ）とは… 継続して行われる職業上の仕事。

この手引きでは、別表第１に掲げる返還免除対象施設において、正規

職員又は非正規職員（週３０時間以上勤務の場合に限る ）として看護。

の仕事を行うことを言います。
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Ⅰ 修学資金を借り受けたみなさんへ

この修学資金は、群馬県内の一定施設において就業する保健師、助産師、看護師及び准

看護師（以下「看護職員」という。）の確保定着を図るため、群馬県が「群馬県保健師助産

師看護師准看護師修学資金貸与条例（以下「条例」という。）」に基づいて、群馬県内の看

護職員を養成する学校養成所（以下「学校養成所」という。）の学生で、卒業後、県内の一

定施設において、看護職員の業務に従事しようとする学生に対し、学資として貸与するも

のです。

したがって、修学資金を借り受けたみなさん（以下「修学生」という。）は、卒業後も、

条例及び群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例施行規則（以下「規則」と

いう。）に基づき各種の届出、申請等の手続を行わなければなりません。この届出、申請等

の例をあげると「免許取得届」、「業務開始届」、「就業状況届」、「氏名・本籍・住所・就業

先変更届」、「修学資金返還債務免除申請書（在職期間証明書添付）」などがあります。

注意していただきたいのは、群馬県内の一定施設において長期間看護職員の業務に従事

したからといって、必要な届出、申請等の手続を行わなければ、債務（群馬県から借り受

けたお金を返す義務）は消滅しないということです。

修学生は、各種届出、申請書等の提出を必ず行ってください。届出を行わない場合、返

還免除対象施設に就業中でも一括返還を求める場合があります。

また、返還免除条件を満たさないとき（卒業後直ちに就業しなかったとき、県内の一定

施設で定められた期間以上継続して看護業務に従事しなかったときなど）には、借り受け

た修学資金を返還しなければなりませんのでご注意ください。

また、返還が滞ったりした場合は、延滞利息が発生したり、連帯保証人に迷惑がかかる

ことになります。

修学資金の届出、申請等は多種のものがあります。この「手引き」は、卒業後修学資金

の返還を免除されるか、または返還を完了するまでの長期間にわたり必要となる諸手続に

ついて説明してありますから、大切に保管し、この内容をよく理解して、手続を忘れずに

行ってください。（さらに詳しくは、『群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条

例』、『群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例施行規則』（１７頁～２４

頁）を参照してください。）

不明な点については、下記へご相談ください。

〒371－8570 前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県健康福祉部医務課看護係 修学資金担当

電話 027－226－2538
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≪別表１≫
返還免除対象施設

卒業後、１年以内に免許を取得し、５年間看護職員の業務に従事する
ことにより免除となる県内の施設

１ 病床数が２００床未満の病院
２ 精神病床数が８０％以上の病院
３ 国立ハンセン病療養所
４ 診療所
５ 児童福祉法第４２条第２号に規定する医療型障害児入所施設
６ 児童福祉法第６条の２の２第３項に規定する指定発達支援医療機
関のうち独立行政法人国立病院機構の設置する医療機関

７ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法第１１条
第１号に規定する施設

８ 介護保険法第８条第２７項に規定する介護老人福祉施設
９ 介護保険法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設
10 介護保険法第８条第２９項に規定する介護医療院
11 介護保険法第８条第１項に規定する居宅サービス事業のうち、同
条第４項に規定する訪問看護の事業を行う事業所（同法第４１条第
１項本文の指定を受けているものに限る。）（訪問看護事業所）

12 地域保健法第２１条第２項第１号に定める特定町村（保健師に限
る。）

ただし、「看護職員が特に不足していると知事が認める地域」におけ
る上記の施設に勤務した場合は３年間で免除となる。

看護職員が特に不足していると知事が認める地域

○藤岡保健医療圏 （藤岡市、多野郡上野村、同神流町）
○吾妻保健医療圏 （吾妻郡中之条町、同長野原町、同嬬恋村、

同草津町、同高山村、同東吾妻町）
○沼田保健医療圏 （沼田市、利根郡片品村、同川場村、同昭和村

同みなかみ町）

（注意）
１ 返還免除対象施設は、固定したものではありません。病床数の増減等により、現在は
返還免除対象施設であっても今後返還免除対象施設ではなくなる可能性があります。

２ 返還免除対象施設であるか否かは、「修学資金上の業務開始時点（当該学校養成所を卒
業後、看護職員の業務を開始したとき）」において返還免除対象施設であるか否かにより
判断します。

３ 同一法人で免除対象施設と免除対象外施設を運営している場合があります。免除対象
外施設に配属（異動）された場合は、その時点で修学資金を返還しなければなりません。

４ 就職に際しては、就職先の施設が上記に該当する施設かよく確認してください。
もし不明の場合は、群馬県健康福祉部医務課看護係までお問い合わせください。
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≪別表２≫

各種申請・届出モデル表（参考）

年 月 申 請 書 ・ 届 出 書

卒業年 ３

就業 卒業届

１年目

４ 免許取得届（第19号） 進学により「返還猶予」を申請する

～

看護師等の場合は、登録済証明書 者は、

５ 受領後直ちに、准看護師の場合は 修学資金返還猶予申請書（第14号）

免許受領後直ちに 他種養成施設入学届（第21号）

業務開始届（第20号） 卒業又は退学時

（業務開始後直ちに） 他種養成施設卒業･退学届(第21号)

就業 ４

２～５ 就業状況届（第22号）（２～５年目：毎年４月１５日までに）

年目

就業 ４ 修学資金返還債務免除申請書（第10号）・在職期間証明書（別記様式）

６年目

～

（業務従事期間が定められた期間に達した後直ちに）

５

〔※氏名、住所、就業先等に変更があれば忘れずに届け出ること〕

返還の猶予を申請するときは、修学資金返還猶予申請書（第14号）等を提出すること

（注）上記の表は、モデルケースを示したものですから、全ての人にあてはまるとは限りません。

これを参考として適切な時期にそれぞれの申請書又は届出書の提出を行ってください。
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≪別表３≫
看護師等修学資金の主要提出書類一覧

手続きが必要な事項 提出する時期 提 出 書 類 参照ページ・項目

卒業したとき 直ちに ・「卒業届」（様式１７号）

免許を取得したとき 直ちに ・「免許取得届」（様式１９号）

・免許証又は登録済証明書の写し

免許取得後直ちに別 直ちに ・「業務開始届」（様式２０号）

表１に掲げる施設に

おいて業務を開始し

たとき

就業しているとき 毎年４月１５日 ・「就業状況届」（様式２２号）

までに

進学したとき 直ちに ・「他種養成施設入学届」

（様式２１号）

進学先を退学又は 直ちに ・「他種養成施設退学・卒業届」

卒業したとき （様式２１号）

進学により返還の猶 直ちに ・「修学資金返還猶予申請書」 P.11

予を申請するとき （様式１４号） 「（１）当然猶予」

・「他種養成施設入学届」

（様式２１号）

・在学証明書

（入学後１か月以上経過してから申請する場

合は提出のこと）

進学以外の理由によ 直ちに ・「修学資金返還猶予申請書」 P.11

り返還の猶予を申請 （様式１４号） 「（２）裁量猶予」

するとき ・猶予に該当する事実を証明する書類

疾病、出産・育児、

求職中

中途で業務を廃止し 直ちに 全額返還の ・「業務廃止届」 P.10「２ 返還」

た（退職）したとき 場合 （様式２０号）

一部免除・ ・「業務廃止届」 P.8

一部返還 （様式２０号） 「（２）返還債務の一

の場合 ・「修学資金返還債務免 部免除又は全部の免除

除申請書」 （裁量免除）」

（様式１０号）

・「在職期間証明書」
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手続きが必要な事項 提出する時期 提 出 書 類 参照ページ・項目

返還債務の免除の要 直ちに ・「修学資金返還債務免除申請書」 P.7

件を満たしたとき （様式１０号） 「（１）全額の返還債

・「在職期間証明書」 務の免除（当然免

除）」

氏名、本籍、住所を 直ちに ・「氏名・本籍・住所変更届」

変更したとき （様式１６号）

就業先を変更したと 直ちに ・「就業先変更届」（様式１６号）

き ・旧就業先の「在職期間証明書」

・新就業先の「業務開始届」

（様式２２号）

保証人の氏名、住所 直ちに ・「保証人の氏名・住所・職業

を変更したとき 変更届」（様式１８号）

保証人が死亡したと 直ちに ・「保証人変更願」（様式４号）

き、保証人を変更し

ようとするとき

注１） ２種類以上の修学資金の貸与を受けた方（例 准看護師修学資金と看護師修学資金）は、修学資金の種

類ごとにそれぞれ提出してください。

注２） 「就業状況届」を提出すべきときに「在職期間証明書」を提出されますと、返還債務免除申請や就業先

変更等と紛らわしいので、この場合は、「在職期間証明書」ではなく「就業状況届」を提出してください。

○ 書類提出先、問い合わせ先

〒371－8570 前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県健康福祉部医務課看護係 修学資金担当

電話 027－226－2538
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Ⅱ 手続きについて

基本的な届出

修学資金の貸与を受けた方には、以下の届出を行う義務があります。

義務を怠った場合は、一括での返還を求める場合がありますので、必ず行って

ください。

（１）卒業したとき

・「卒業届」（様式第１７号）

（２）免許を取得したとき

・「免許取得届」（様式第１９号）

・「免許証」のコピー又は「登録済証明書」のコピーを必ず添付すること。

（３）県内の一定施設において看護業務を開始したとき及び廃止したとき

・「業務開始・廃止届」（様式第２０号）

（４）卒業後、さらに他種の看護職員を養成する学校養成所へ入学したとき、及び

その学校養成所を退学又は卒業したとき

・「他種養成施設入学・退学・卒業届」（様式第２１号）

（５）就業しているとき、毎年４月１５日までに

・「就業状況届」（様式第２２号）

※業務開始の翌年から返還債務の免除又は返還の手続きを行うまでの間は

毎年４月１日現在の就業状況を毎年４月１５日までに届け出ること。

（６）氏名、本籍、住所、就業先を変更したとき

・「氏名・本籍・住所・就業先変更届」（様式第１６号）

※就業先を変更した場合は、旧就業先の就業期間を明記した旧就業施設の

長の「在職期間証明書」（様式は、本冊子最終ページによる）と新就業

先の「業務開始届」も併せて提出すること。

（７）保証人が氏名・住所・職業を変更したとき

・「保証人の氏名・住所・職業変更届」（様式第１８号）

（８）保証人が死亡したとき、又は保証人を変更しようとするとき

・「保証人変更願」（様式第４号）

別表３「看護師等修学資金の主要提出書類一覧」も参照してください。
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１ 返還債務の免除

群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修学資金」という。）は、卒業

後に返還していただきますが、免除要件を満たした場合に、申請することによって返

還債務が免除となります。（申請をしなければ、免除になりません。）この免除には、

（１）当然免除と（２）裁量免除の２つの制度があります。

なお、以下に記載する修学資金の「看護職員の業務」は、当該学校養成所卒業以後

の看護職員の業務を指します。（当該学校養成所在学中の勤務や看護職員の免許を取得

していない（登録されていない）間の勤務は、看護職員の業務には含みません。）

また、業務従事期間の計算は、月数によるものとし、業務の従事を開始した日の属

する月から、当該業務に従事しなくなった日の属する月までを算入します。

（１）返還債務の全額免除（当然免除）（条例第７条）

次に掲げる事由のいずれかに該当する場合は、申請することによって全額の返還

債務が免除されます。

ア 当該学校養成所を卒業した日から１年以内に貸与を受けた修学資金の種類に対

応する職種の免許を取得し、免許取得後直ちに県内の別表１に掲げる施設におい

て看護職員の業務に従事し、かつ、当該学校養成所卒業後５年間（看護職員が特

に不足していると知事が認める地域（以下「不足地域」という。）においては３年

間）継続して看護職員の業務に従事したとき。

※１ 卒業時の資格試験に合格しなければ、１年以内に免許を取得することはできません。

また、免許を申請し登録されなければ免許を取得したことにはなりません。

※２ 修学資金の業務従事期間の計算起点は、「当該学校養成所卒業以後看護職員の業務を開始

したとき」です。その時点からカウントされます。在学中の勤務や免許を取得していない

（登録されていない）間の勤務は算入しないので注意してください。

※３ 継続して業務に従事しなければなりません。業務に従事していない期間があったり、県

内の別表１に掲げる施設以外の施設において業務に従事している期間があった場合には、

継続して業務に従事したことにはなりません。

ただし、他種の看護職員養成施設への進学（条例第９条第２号）や災害・疾病、その他

やむを得ない理由（第１０条第３号）により看護職員の業務に従事することができなかった

期間がある場合には、継続しているものとみなします。

（その都度、返還猶予の申請が必要です。）

※４ 正規職員でなくても、１週間の労働時間が３０時間以上であれば、業務に従事している

と認めます。

※５ 不足地域内の施設と不足地域外の施設の間で就業先を変更した場合、次のようになりま

す。

（Ａ＝不足地域内の施設における業務従事期間 単位：月）

（Ｂ＝不足地域外の施設における業務従事期間 単位：月）

６０
Ａ× ＋Ｂ が ６０か月（＝５年）を超えたときに免除

３６
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イ アでいう業務従事期間中に、その業務が原因となって死亡し、またはその業務

に起因する心身の故障により業務に従事することができなくなったとき。

〔提出書類〕

① 「修学資金返還債務免除申請書」（様式第１０号）

② 「在職期間証明書」（様式は、本冊子最終ページによる）

（在職した期間を就業先の施設長が証明したもの。就業先を変更した場合は

すべての就業先の在職期間証明書が必要。）

① イの場合 該当する事実を証するに足りる書類（労災認定の証明書 等）

（２）返還債務の一部免除（裁量免除）（条例第８条）

業務に従事していない期間があったり、県内の別表１に掲げる施設以外の施設に

おいて業務に従事している期間があった場合（業務従事に継続性がない）、または業

務従事期間が不足している場合は、当然免除の条件を満たしていないため、返還債

務が発生します。

しかし、次に掲げる事由のいずれかに該当する場合は、申請することによって履

行期の到来していない部分に係る返還債務の一部又は全部が免除されることがあり

ます。（免除されない部分は返還しなければなりません。）

ア 当該学校養成所を卒業後、貸与を受けた修学資金の種類に対応する職種の免許

を取得し、修学資金の貸与を受けた期間に相当する期間以上、県内の別表１に掲

げる施設において看護職員の業務に従事したとき。この場合の免除金額は（注意

３）の［免除金額算定式］により計算します。

（※業務従事期間の計算起点は、「当該学校養成所卒業以後看護職員の業務を開始し

たとき」です。在学中の勤務や免許を取得していない（登録されていない）間の

勤務は算入しないので注意してください。）

（注意１）

当該学校養成所卒業後の看護職員の業務従事期間が修学資金の貸与を受けた期

間に満たない場合（例えば修学資金の貸与を３年間受けたが業務従事期間が２年

間しかない場合）は、一部免除には該当しません。全額返還しなければなりませ

ん。

（注意２）

一部免除の対象になるのは、あくまで履行期の到来していない部分に係る返還

債務です。すでに履行期の到来している部分については、返還しなければなりま

せん。
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（注意３）

履行期の到来していない部分に係る返還債務のうち、免除になる金額は、次の

算定式により計算されます。免除にならなかった分は返還しなければなりません。

下記の式で計算した場合、長期間業務に従事しても免除金額はごく少額にしかならないことが

あります。（２６か月勤務したからといって２６か月分免除になるというようなものではありま

せんので注意してください。）

［免除金額算定式］

ｃ ２×ａ×ｃ
裁量免除金額 ＝ ａ × ＝

ｂ × ５ ５×ｂ
２

ａ：貸与金額（単位：円）

ｂ：貸与期間（単位：月）

※この期間が２４か月に満たないときは、２４か月とする。

ｃ：業務従事期間（単位:月）

（不足地域内の施設においては６０／３６を乗じた期間）

イ 死亡、災害（家財の1／2以上の滅失又は損壊）又は疾病（労働に従事すること

を著しく阻害する疾病以上の疾病）その他やむを得ない理由がある場合は履行期

の到来していない部分に係る返還債務の一部又は全部が免除されることがありま

す。 ＊群馬県が申請内容を審査して、やむを得ないと認める場合に限ります。

〔提出書類〕

① 「修学資金返還債務免除申請書」（様式第１０号）

② 「在職期間証明書」（様式は、本冊子最終ページによる）

（在職した期間を就業先の施設長が証明したもの。就業先を変更した場合は

すべての就業先の在職期間証明書が必要。）

③ アの場合 「業務廃止届」（様式第２０号）

＊なお、群馬銀行に自分名義の口座を有している場合は、口座振替（引き落とし）

による返還が可能です。口座振替を希望される場合は、医務課看護係に連絡し、

「口座振替依頼書」用紙を請求し、「口座振替依頼書」が送付されてきたら必

要事項を記入・押印し、①②③の書類と併せて提出してください。

④ イの場合、該当する事実を証するに足りる書類
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２ 返還（条例第６条）

次に掲げる事由のいずれかに該当する場合は、借り受けた修学資金を返還しなけれ

ばなりません（該当することとなった日の属する月の翌月から起算して、貸与を受け

ていた期間に相当する期間内に月賦均等払いの方法により返還しなければなりませ

ん。したがって、月々最低貸与月額と同額以上の額を支払わなければなりません。）。

ア 当該学校養成所を退学したとき

イ 当該学校養成所を卒業後、１年以内に当該修学資金の種類に対応する職種の免

許を取得しなかったとき（卒業時の資格試験に不合格だったとき）

ウ 免許取得後直ちに県内の別表１に掲げる施設において看護職員の業務に従事し

なかったとき

エ 修学資金の返還債務の免除を受ける前に、県内の別表１に掲げる施設において

看護職員の業務に従事しなくなったとき

オ 死亡し、又は心身の故障により看護職員の業務に従事することができなくなっ

たとき（修学資金の返還債務の免除に該当する死亡、又は心身の故障を除く）

〔提出書類〕

① エの場合 業務廃止届（様式第２０号）

＊イ、ウ、オの場合は医務課看護係までご連絡ください。

＊群馬銀行に自分名義の口座を有している場合は、口座振替（引き落とし）

による返還が可能です。口座振替を希望される場合は、医務課看護係に連絡し

て「口座振替依頼書」用紙を請求し、「口座振替依頼書」が送付されてきたら

必要事項を記入・押印し、①の書類と併せて提出してください。

〔返還期間〕

返還事由の発生した日の属する月の翌月から修学資金の貸与を受けた期間に相当

する期間内に月賦均等払い、又は一括払いにより返還しなければなりません。

したがって、書類の提出が遅れた場合は、返還期間が短くなり、月賦均等払いの

額が高額となります。

〔返還金支払方法〕

本人から提出された返還事由に関する書類を審査した後、「修学資金借用証書」で

誓約した返還方法に基づいて群馬県が本人あてに返還方法を通知するとともに、納

入通知書を送付しますので、納入通知書を最寄りの群馬県指定金融機関（群馬銀行

本・支店等）に持参し、納入してください。

口座振替による返還の場合は、通知後、口座から引き落とします。

返還の途中で、返還方法を変更することもできます。（残額を一括払いするなど）

変更を希望する場合は、医務課看護係まで連絡してください。

なお、返還金の納入が滞ると条例による延滞利息（年利10.75％）がかかるほか、

貸与者本人や連帯保証人に対し、督促、催告、財産の差押えが行われる場合があり

ます。
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※ 返還している途中で、県内の別表１に掲げる施設において看護職員の業務を開始した場合は、

申請することによって履行期の到来していない部分に係る返還債務の履行が猶予されることが

あります。

ただし、返還事由が生じている期間分については、返還しなければなりません。

（→３（３）裁量猶予）

３ 返還猶予

２に掲げる事由に該当するため、返還理由が生じているときは、借り受けた修学資

金を返還しなければなりませんが、次に掲げる事由に該当する場合には、申請するこ

とによって返還債務の履行が猶予されることがあります。

この返還猶予には、当然猶予と裁量猶予の２種類があります。

（１）当然猶予（条例第９条第２号）

修学資金の貸与を受けた学校養成所を卒業後、さらに他種の看護職員を養成する

学校養成所へ進学した場合は、申請することによって返還債務の履行が猶予されま

す。

※１ すでに履行期が到来している部分があれば、その部分は卒業後返還しなければなりませ

ん。

※２ 他種の看護職員を養成する学校養成所以外の学校等に進学する場合は猶予は認められま

せん。（返還しなければなりません。）

※３ 全日制の学校養成所に進学した場合は、当然猶予の申請をすること。（在学中は返還を猶

予し、猶予期間終了後業務を開始したとみなします。）

〔提出書類〕

① 「修学資金返還猶予申請書」（様式第１４号）

② 「他種養成施設入学届」（様式第２１号）

③ 「在学証明書」（入学後１か月以上経過している場合は提出すること。

（２）裁量猶予 （やむを得ない理由があるとき）（条例第１０条第３号）

災害、疾病その他やむを得ない理由（＊）がある場合は、申請することによって

履行期の到来していない部分に係る返還債務の履行が猶予されることがあります。

＊ 群馬県が申請内容を審査して、やむを得ないと認める場合に限ります。

例として、出産、育児、求職中などがあります。

※１ すでに履行期が到来している部分があれば、その部分は返還しなくてはなりません。

※２ 当該学校養成所を卒業し、貸与を受けた修学資金の種類に該当する免許を取得しており、

県内で看護職員の業務を再開する見込みのある場合（原則として群馬県内又は県境に居住

していること）に限ります。

※３ 猶予期間終了後、免除対象施設に就業していない場合は返還しなくてはなりません。
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〔提出書類〕

① 「修学資金返還猶予申請書」（様式第１４号）

② 該当する事実を証するに足りる書類

※①疾病の場合

・猶予期間 診断書の内容により審査します。

・添付書類 医師の診断書

＜退職した場合＞

※②-1 出産の場合

・猶予期間 妊娠中及び出産予定日の１か月後の属する月まで

・添付書類 医師の診断書（出産予定日の記入されたもの）

※②-2 育児の場合

・猶予期間 子の満１歳の誕生日の属する月まで

・添付書類 子の戸籍抄本、世帯全員の住民票

＜在職している場合＞

※③育児休業取得の場合

・猶予期間 当該育児休業の開始する日の属する月の翌月（月の初めから

取得する場合は、その月）から当該育児休業の終了する日の属

する月の前月（月末まで取得している場合は、その月）まで

・添付書類 子の戸籍抄本、世帯全員の住民票、育児休業承認書の写し

＊ 看護職員として在職している期間中、出産による産前産後休暇の期間があるときは、

当該期間については、業務に従事しているものとみなします。

＊ 育児休業期間については、業務に従事していないものとするため、返還の猶予を受け

なければなりません。

※④求職中の場合

・猶予期間 原則として、退職日の６か月後の日の属する月まで

・添付書類 公共職業安定所における求職申込書の控え、「ハローワークカード」

の写し、医療機関等が発行した面接通知、採用通知の写し など
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（３）裁量猶予 （業務に従事しているとき）（条例第１０条第１号）

次の場合は、申請することによって履行期の到来していない部分に係る返還債務

の履行が猶予されることがあります。

ア 返還している途中で、貸与を受けた修学資金に対応する職種の免許を取得し、

免許取得後県内の別表１に掲げる施設において看護職員の業務に従事していると

き。

→猶予を受けた後に、１（２）アまたはイに記載する条件を満たすことができれ

ば、履行期の到来しない部分に係る返還債務の一部又は全部が裁量免除される

場合があります。

※１ 履行期が到来している部分（返還理由が生じていた期間に相当する部分）は返還しなく

てはなりません。（返還の開始が遅れた場合、遅れた部分については履行期が到来している

ため猶予を申請した後も返還することになります。）

※２ この場合、全額免除ではなく裁量免除となるため、１（２）アの（注意３）の［免除金

額算定式］（９ページ）により免除金額を計算します。よって、履行期の到来しない部分に

係る返還債務（猶予を受けた金額）の全部が免除になるためには、当然免除の場合より長

期間看護職員の業務に従事しなければならない場合があります。

イ ３（１）又は３（２）の猶予を受けた後において、県内の別表１に掲げる施設

において看護職員の業務に従事しているとき。

〔提出書類〕

① 「修学資金返還猶予申請書」（様式第１４号）

② 「業務開始届」（様式第２０号）

③ 「免許取得届」（様式第１９号）免許証のコピーを添付（卒業後、提出して

いない場合は提出すること。）

※１ 進学先を卒業した場合、「業務開始届」（様式第２０号）と「他種養成施

設退学・卒業届」（様式第２１号）を提出してください。

※２ 育児休業からの復職の場合、「業務開始届」（様式第２０号）を提出して

ください。
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４ ２種類以上の修学資金の貸与を受けた場合について

（１）届出・手続きについて

届出・手続き書類はそれぞれの修学資金につき各一部ずつ提出する必要がありま

す。

２種類以上の（２箇所以上の学校で）修学資金の貸与を受けた場合とは、例えば

准看護師修学資金と看護師修学資金の貸与を受けた場合などが該当しますが、卒業

後の届出・手続き書類（就業状況届、氏名・本籍・住所・就業先変更届、在職期間

証明書、免除申請書など）は、それぞれの修学資金ごとに、別々に、 １部ずつ提

出してください。

（修学資金の免除や返還はそれぞれの修学資金ごとに判断するためです。それぞれ

の修学資金が同時に免除になるというケースもありますが、免除の時期がずれたり、

一方の修学資金は免除になるがもう一方の修学資金は返還になるといったようなケ

ースがあります。）

（２）当然免除又は裁量免除となる場合の業務従事期間の扱いについて

２種類以上の修学資金の貸与を受けた者について各修学資金の免除要件にあたる

業務従事期間の全部又は一部が重複する場合においては、その重複する部分もその

まま各修学資金の免除要件の業務従事期間に算入します。

例えば、准看護師修学資金の貸与を受けた者が、卒業後引き続き看護師学校養成

所に入学し他種養成施設進学のための返還猶予を受け、看護師修学資金の貸与を受

けた場合においては、看護師学校養成所卒業後１年以内に看護師の免許を取得し、

直ちに県内の別表１に掲げる施設において業務に従事し、かつ、引き続き業務を継

続していたとすれば、その業務従事期間が５年に達した時点において准看護師及び

看護師の両修学資金の返還債務が同時に免除されます。

（３）返還となる場合について

例えば、准看護師修学資金の貸与を受けた者が、卒業後引き続き看護師学校養成

所に入学し他種養成施設進学のための返還猶予を受け、看護師修学資金の貸与を受

けた場合、看護師学校養成所卒業後、直ちに県内の別表１に掲げる施設において業

務に従事しないなど返還の理由が生じたときは、准看護師及び看護師の両修学資金

を返還しなければなりません。（それぞれの修学資金を、返還理由に該当することと

なった日の属する月の翌月から起算して、貸与を受けていた期間に相当する期間内

に返還しなければなりません。ただし、貸与期間が異なる場合、長い方に合わせる

ことができます。）

例１ 准看護師２年 ＋ 看護師３年 の場合 → ３年以内に返還

504,000円＋1,296,000円＝1,800,000円

1,800,000円÷36回＝月50,000円ずつ返還

例２ 准看護師２年 ＋ 看護師２年 の場合 → ２年以内に返還

504,000円＋864,000円＝1,368,000円

1,368,000円÷24回＝月57,000円ずつ返還

例３ 准看護師２年 ＋ 看護師１年 の場合 → ２年以内に返還

504,000円＋432,000円＝936,000円

936,000円÷24回＝月39,000円ずつ返還
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都合により返還期間を延長したい場合は認めますが、遅れた分の延滞利息（年利

10.75%）を支払わなければなりません。

返還している途中で、県内の別表１に掲げる施設において看護職員の業務を開始

するなどにより返還の猶予を受ける場合であっても、履行期の到来している部分（返

還理由が生じていた期間に相当する部分）については、返還しなくてはなりません。

前ページ例３で、月39,000円ずつ返還し、１２か月返還した時に、業務開始のた

めの返還の猶予を受ける場合

・返還済みの金額

39,000円×12回＝468,000円－①

・履行期の到来している部分（返還すべき金額）

准看護師 21,000円×12回＝252,000円

看護師 36,000円×12回＝432,000円

252,000円＋432,000円＝684,000円－②

①－② 216,000円不足しているので、この分は返還する。

提出書類その他不明の点は、群馬県健康福祉部医務課看護係あて直接お問い合わせくだ

さい。



- 16 -



条例・施行規則

○ 群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例

１７頁

○ 群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例施行規則

２０頁





- 17 -

群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例
（昭和３７年条例第４１号）

（目的）
第一条 この条例は、県内において業務に従事する保健師、助産師、看護師及び准看護
師の確保及び質の向上に資するため、保健師、助産師、看護師又は准看護師（以下「看
護職員」と総称する。）を養成する学校又は養成所（次条第三号に規定する看護師養成
施設（修業年限が二年の通信制の課程に限る。）以外のものにあつては、県内のものに
限る。以下「養成施設」と総称する。）に在学する者及び看護に関する専門知識を修得
するため大学院の修士課程に在学する者で、将来県内において看護職員の業務に従事
しようとするものに対し、保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修学資金」
という。）を貸与することを目的とする。
（修学資金）

第二条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者で、将来県内において看護職員の業
務に従事しようとするものの申請により、その者に無利息で修学資金を貸与する旨の
契約を結ぶことができる。
一 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号。以下「法」という。）第十
九条第一号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号の規定によ
り、知事が指定した保健師養成所（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の
推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成二十六年法律第五十一号。以
下「第四次一括法」という。）附則第七条第一項の規定により知事の指定とみなされ
る第四次一括法第十五条の規定による改正前の法（以下この条において「旧法」と
いう。）第十九条第二号の規定による厚生労働大臣の指定を受けた保健師養成所を含
む。）（以下「保健師養成施設」という。）に在学している者

二 法第二十条第一号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号の
規定により、知事が指定した助産師養成所（第四次一括法附則第七条第一項の規定
により知事の指定とみなされる旧法第二十条第二号の規定による厚生労働大臣の指
定を受けた助産師養成所を含む。）（以下「助産師養成施設」という。）に在学してい
る者

三 法第二十一条第一号若しくは第二号の規定により、文部科学大臣が指定した大学
若しくは学校又は同条第三号の規定により、知事が指定した看護師養成所（第四次
一括法附則第七条第一項の規定により知事の指定とみなされる旧法第二十一条第三
号の規定による厚生労働大臣の指定を受けた看護師養成所を含む。）（以下「看護師
養成施設」という。）に在学している者（県外の看護師養成施設であつて、修業年限
が二年の通信制の課程に在学する者にあつては、県内に住所を有している者又は県
内において看護職員の業務に従事している者に限る。）

四 法第二十二条第一号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号
の規定により、知事が指定した准看護師養成所（以下「准看護師養成施設」という。）
に在学している者

五 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十七条に規定する大学院の看護
に係る修士課程に在学している者であつて看護師の免許を取得しているもの

（修学資金の額）
第三条 修学資金は、次の各号に掲げる区分に従いそれぞれ当該各号に定める金額を貸
与する。
一 保健師養成施設、助産師養成施設又は看護師養成施設に在学している者（次号に
該当する者を除く。）
イ 国立又は公立のもの（独立行政法人国立病院機構又は国立大学法人が設置する
ものを含む。以下同じ。） 月額 三万二千円

ロ 私立のもの 月額 三万六千円
二 看護師養成施設（修業年限が二年の通信制の課程に限る。）に在学している者 月
額 二万千円

三 准看護師養成施設に在学している者
イ 国立又は公立のもの 月額 一万五千円
ロ 私立のもの 月額 二万千円

四 大学院の修士課程に在学している者 月額 八万三千円
（保証人）

第四条 修学資金の貸与を受けようとする者は、保証人二人を立てなければならない。
２ 前項の保証人は、修学資金の貸与を受けた者と連帯して債務を負担しなければなら
ない。
（契約の解除等）
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第五条 知事は、第二条の規定による契約の相手方（以下「修学生」という。）が次の各

号のいずれかに該当する場合は、その契約を解除する。

一 退学したとき。
二 学業成績が著しく不良となつたと認められるとき。
三 修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。
四 死亡したとき。
五 その他修学資金の貸与の目的を達成する見込みがなくなつたと認められるとき。

２ 知事は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処
分を受けた日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与
を行なわないものとする。この場合において、これらの月の分としてすでに貸与され
た修学資金があるときは、その修学資金は、当該修学生が復学した日の属する月の翌
月以後の月の分として貸与されたものとみなす。
（返還）

第六条 修学資金は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める期間内に返
還しなければならない。
一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者 養成施設
を卒業した日（前条第一項の規定により契約が解除された場合にあつては、当該解
除の日）の属する月の翌月から起算して貸与を受けた期間（同条第二項の規定によ
り修学資金が貸与されなかつた期間を除く。）に相当する期間（第九条又は第十条の
規定により返還の債務の履行が猶予されたときは、この期間と当該猶予された期間
とを合算した期間）

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者 修士課程を修了した日（前
条第一項の規定により契約が解除された場合にあつては、当該解除の日）の属する
月の翌月から起算して十年（同条第二項の規定により修学資金が貸与されなかつた
ときは当該貸与されなかつた期間を除き、第九条又は第十条の規定により返還の債
務の履行が猶予されたときは当該猶予された期間を加える。）

（返還の債務の当然免除）
第七条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、
修学資金の返還の債務を免除する。
一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、養成施
設を卒業した日から一年以内に看護職員の免許を取得し、免許取得後直ちに規則で
定める施設又は町村（以下「第一号施設等」という。）において看護職員の業務に従
事（看護職員の免許を有する者が、期間の定めのある労働契約で労働時間が休憩時
間を除き一週間について三十時間以上であるもの又は期間の定めのない労働契約に
基づいて（地方公共団体の職員として任用される場合にあつては、任期を定めて任
用される職員のうち勤務時間が休憩時間を除き一週間について三十時間以上である
もの又は任期を定めないで任用される職員として）看護職員の業務に従事すること
をいう。以下同じ。）し、かつ、当該養成施設卒業後五年間（看護職員が特に不足し
ていると知事が認める地域にあつては、三年間）継続して看護職員の業務に従事し
たとき。この場合において、第九条第二号又は第十条第三号に掲げる理由により看
護職員の業務に従事することができなかつた期間がある場合には、看護職員の業務
従事の継続性を中断しないものとする。

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者が、大学院の修士課程を修
了した日から一年以内に県内の市町村又は規則で定める施設（以下これらを「第二
号施設等」という。）において、看護職員の業務に従事し、かつ、当該大学院修士課
程修了後五年間継続して看護職員の業務に従事したとき。この場合において、第九
条第二号又は第十条第三号に掲げる理由により看護職員の業務に従事することがで
きなかつた期間がある場合には、看護職員の業務従事の継続性を中断しないものと
する。

三 前二号に規定する業務従事期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因
する心身の故障のため業務に従事することができなくなつたとき。

（返還の債務の裁量免除）
第八条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、
貸与した修学資金のうち履行期が到来していない部分に係る返還の債務の全部又は一
部を免除することができる。
一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、規則で
定める期間第一号施設等において看護職員の業務に従事したとき。

二 死亡、規則で定める程度以上の災害又は疾病その他やむを得ない理由があるとき。
（返還の当然猶予）
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第九条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

当該各号に掲げる理由が継続する期間、修学資金の返還の債務の履行を猶予する。

一 契約を解除された後引き続き当該養成施設又は当該大学院の修士課程に在学して
いるとき。

二 当該養成施設を卒業後さらに他種の看護職員を養成する施設又は当該大学院の修
士課程を修了後さらに看護に関する専門知識を修得するため大学院の博士課程にお
いて修学しているとき。

（返還の裁量猶予）
第十条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、
当該各号に掲げる理由が継続する期間、履行期が到来していない部分に係る修学資金
の返還の債務を猶予することができる。
一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、第一号
施設等において看護職員の業務に従事しているとき。

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者が、第二号施設等において
看護職員の業務に従事しているとき。

三 災害、疾病その他やむを得ない理由があるとき。
（延滞利息）

第十一条 修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなく修学資金を返還すべき日ま
でにこれを返還しなかつたときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間
に応じ、返還すべき額につき年十・七五パーセントの割合で計算した延滞利息を払わ
なければならない。
（委任）

第十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
附 則（平成十八年三月二十八日条例第十四号）

（施行期日）
１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。
（経過措置）

２ 平成十七年度以前の入学生で、同年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金
（以下「修学資金」という。）の貸与を受けたものに係る当該修学資金の返還の債務の
免除については、改正後の条例第六条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（平成十八年十月十八日条例第五十五号）
この条例は、公布の日から施行し、改正後の第六条第一号ヘの規定は平成十八年十月

一日から、改正後の同号リ及びヌの規定は同年四月一日から適用する。
附 則（平成二十九年三月二十八日条例第九号）

（施行期日）
１ この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。
（経過措置）

２ 改正後の第六条の規定は、この条例の施行の日以後に履行期が到来する保健師助産
師看護師准看護師修学資金（以下「修学資金」という。）の返還の債務について適用し、
同日前に履行期が到来した修学資金の返還の債務については、なお従前の例による。

附 則（平成三十年三月二十七日条例第十四号）
この条例は、平成三十年四月一日から施行する。

附 則（令和元年十月十八日条例第八号）
この条例は、令和二年四月一日から施行する。



- 20 -

群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例施行規則
（昭和３７年規則第６５号）

（趣旨）
第一条 この規則は、群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例（昭和三十
七年群馬県条例第四十一号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定める
ものとする。
（貸与の申請）

第二条 条例第二条第一号から第四号までの規定により保健師助産師看護師准看護師修
学資金（以下「修学資金」という。）の貸与を受けようとする者は、修学資金貸与申請
書に次に掲げる書類（前年度に修学資金を受けている者で、継続して修学資金の貸与
を受けようとするものは、第四号に掲げる書類）を添えて、知事に申請しなければな
らない。
一 戸籍抄本
二 個人情報の収集及び利用に関する同意書
三 身上調書
四 保健師、助産師、看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。）を養成する施
設（以下「養成施設」という。）の長の推薦書

五 条例第四条に規定する保証人（以下「保証人」という。）の住民票の写し
六 保証人の印鑑登録証明書

２ 条例第二条第五号の規定により修学資金の貸与を受けようとする者は、修学資金貸
与申請書に次に掲げる書類（前年度に修学資金を受けている者で、継続して修学資金
の貸与を受けようとするものは、第四号に掲げる書類）を添えて、知事に申請しなけ
ればならない。
一 戸籍抄本
二 個人情報の収集及び利用に関する同意書
三 身上調書
四 学長の推薦書
五 在学証明書
六 看護師免許証の写し
七 保証人の住民票の写し
八 保証人の印鑑登録証明書
（保証人）

第三条 保証人は、次に掲げる要件を満たす者でなければならない。
一 独立の生計を営む者であること。
二 未成年者又は学生でないこと。
三 破産手続開始又は再生手続開始の決定を受けた者でないこと。

２ 修学資金の貸与を受けようとする者が、未成年者であるときは、保証人のうち一人
は、法定代理人でなければならない。

３ 条例第二条の規定による契約の相手方（以下「修学生」という。）及び修学資金の貸
与を受けた者は、保証人が死亡したとき又は保証人を変更しようとするときは、新た
に保証人を選任し、保証人変更願に次に掲げる書類を添えて、速やかに知事に提出し
てその承認を得なければならない。
一 新たな保証人の住民票の写し
二 新たな保証人の印鑑登録証明書
（貸与の決定）

第四条 知事は、第二条の申請書等を審査し、修学資金の貸与を決定したときは、修学
資金貸与契約通知書により申請者に通知する。
（借用証書の提出）

第五条 修学生は、前条の通知を受けたときは、知事の指定する期日までに修学資金借
用証書を知事に提出しなければならない。
（貸与の方法）

第六条 知事は、前条の規定により修学資金借用証書が提出されたときは、修学生に対
し修学資金を貸与する。

２ 修学資金は、六月分を一括して貸与する。ただし、特別の理由があるときは、この
限りでない。
（修学資金の貸与の辞退）

第七条 修学生は、修学資金の貸与を辞退しようとするときは、修学資金貸与辞退願を
知事に提出しなければならない。
（契約解除の通知）
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第八条 知事は、条例第五条第一項の規定により契約を解除したときは、修学資金貸与

契約解除通知書により修学生又はその保証人に通知する。

（返還）
第九条 条例第六条に規定する返還は、一括払又は月賦均等払の方法により行うものと
する。ただし、月賦均等払により返還する場合においては、繰り上げて返還すること
を妨げない。

２ 修学資金を返還しなければならない者は、返還の方法を変更しようとするときは、
返還方法変更願を知事に提出してその承認を得なければならない。
（一時返還）

第九条の二 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当するとき
は、当該修学資金の貸与を受けた者に対し、修学資金の全額を一時に返還させること
ができる。
一 偽りの書類を提出したとき。
二 条例第六条の規定による修学資金の返還を怠ったとき。
三 第十六条第二項第一号に規定する住所変更の届出を怠ったとき。
四 条例第十条第一号又は第二号の規定により修学資金の返還の債務の履行を猶予さ
れている場合において、第十六条第三項に規定する就業状況の届出を怠ったとき。

（債務の当然免除の申請）
第十条 条例第七条の規定による債務の当然免除を受けようとする者は、修学資金返還
債務免除申請書に同条各号のいずれかに該当する事実を証するに足りる書類を添えて、
知事に提出しなければならない。
（債務の当然免除の通知）

第十条の二 知事は、前条の申請書等を審査し、債務の免除を決定したときは、修学資
金返還債務免除決定通知書により申請者に通知する。
（第一号施設等及び第二号施設）

第十一条 条例第七条第一号に規定する規則で定める施設又は町村（以下「第一号施設
等」という。）は、次の各号のいずれかに該当するものであつて、県内に存するもの（第
七号に掲げる施設にあつては、県外に存するものを含む。）とする。
一 修学資金の貸与を受けた者が看護職員の業務に従事（条例第七条第一号に規定す
る看護職員の業務に従事することをいう。以下同じ。）した時点において医療法（昭
和二十三年法律第二百五号）第七条の規定により許可を受けた病床数が二百未満の
病院

二 修学資金の貸与を受けた者が看護職員の業務に従事した時点において医療法第七
条の規定により許可を受けた病床数のうち精神病床数が八十パーセント以上を占め
る病院

三 国立ハンセン病療養所
四 医療法第一条の五第二項に規定する診療所（以下「診療所」という。）
五 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第四十二条第二号に規定する医療
型障害児入所施設

六 児童福祉法第六条の二の二第三項に規定する指定発達支援医療機関のうち独立行
政法人国立病院機構の設置する医療機関

七 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成十四年法律第百六
十七号）第十一条第一号に規定する施設

八 介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八条第二十七項に規定する介護老人
福祉施設（以下「介護老人福祉施設」という。）

九 介護保険法第八条第二十八項に規定する介護老人保健施設（以下「介護老人保健
施設」という。）

十 介護保険法第八条第二十九項に規定する介護医療院（以下「介護医療院」という。）
十一 訪問看護事業所（介護保険法第八条第一項に規定する居宅サービス事業のうち、
同条第四項に規定する訪問看護の事業を行う事業所（同法第四十一条第一項本文の
指定を受けているものに限る。）をいう。以下同じ。）

十二 地域保健法（昭和二十二年法律第百一号）第二十一条第二項第一号に規定する
特定町村（保健師として業務に従事する場合に限る。）

２ 条例第七条第二号に規定する規則で定める施設（以下「第二号施設」という。）は、
次の各号のいずれかに該当するものとする。
一 医療法第一条の五第一項に規定する病院
二 診療所
三 介護老人福祉施設
四 介護老人保健施設
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五 介護医療院

六 訪問看護事業所
七 保健所
（債務の裁量免除）

第十二条 条例第八条第一号に掲げる期間は、修学資金の貸与を受けた期間（条例第五
条第二項の規定により修学資金が貸与されなかつた期間を除く。以下同じ。）に相当す
る期間以上の期間とする。

２ 修学資金の裁量免除の額は、債務の額に第一号施設等において看護職員の業務に従
事した期間を修学資金の貸与を受けた期間（この期間が二年に満たないときは、二年
とする。）の二分の五に相当する期間で除して得た数値を乗じて得た額とする。

３ 条例第八条第二号に規定する規則で定める程度以上の災害又は疾病は、家財の二分
の一以上が滅失し、若しくは損壊した災害又は労働に従事することを著しく阻害する
疾病以上の疾病でその都度知事が適当と認めたものとする。
（免除申請書等の準用）

第十三条 条例第八条の規定による債務の裁量免除については、第十条及び第十条の二
の規定を準用する。この場合において、第十条中「第七条」とあるのは「第八条」と、
「当然免除」とあるのは「裁量免除」と読み替えるものとする。
（返還猶予の申請）

第十四条 条例第九条又は第十条第三号の規定による債務の履行の猶予を受けようとす
る者は、修学資金返還猶予申請書に条例第九条各号又は第十条第三号のいずれかに該
当する事実を証するに足りる書類を添えて知事に提出しなければならない。

２ 知事は、第十六条第二項第三号の規定による業務従事の届出又は同条第三項の規定
による就業状況の届出をもつて、当該届出をした修学資金の貸与を受けた者について
条例第十条第一号又は第二号の規定により返還の債務の履行を猶予することができる
ものとする。
（返還猶予の通知）

第十五条 知事は、前条第一項の申請書等を審査し、債務の履行の猶予を決定したとき
は、修学資金返還猶予決定通知書により申請者に通知する。
（届出）

第十六条 修学生は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を知事に届
け出なければならない。
一 氏名、本籍又は住所を変更したとき。
二 退学し、休学し、若しくは停学したとき若しくはこれらの処分を受けたとき又は
復学したとき若しくは卒業したとき若しくは修了したとき。

三 保証人の氏名、住所又は職業に変更があつたとき。
２ 修学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその
旨を知事に届け出なければならない。
一 前項第一号又は第三号に該当したとき。
二 看護職員の免許を取得したとき。
三 第一号施設等又は第二号施設若しくは市町村（以下「第二号施設等」という。）に
おいて業務に従事したとき、就業先を変更したとき又は業務に従事しなくなつたと
き。

四 養成施設を卒業した後、更に他種の養成施設に入学し、その養成施設を退学し、
又は卒業したとき。

五 大学院の修士課程を修了した後、更に看護に関する専門知識を修得するため大学
院の博士課程に進学し、その大学院の博士課程を退学し、又は修了したとき。

３ 修学資金の貸与を受けた者は、毎年四月一日現在の就業状況を同月の十五日までに
知事に届け出なければならない。

４ 保証人は、保証に係る修学生又は修学資金の貸与を受けた者が死亡したときは、速
やかにその旨を知事に届け出なければならない。
（業務の従事期間の計算）

第十七条 条例第七条第一号及び第二号並びに第八条第一号に規定する業務への従事期
間の計算は、月数によるものとし、第一号施設等又は第二号施設等において業務への
従事を開始した日の属する月から当該業務に従事しなくなつた日の属する月までを算
入する。この場合において、業務に従事しなくなつた日の属する月に再び第一号施設
等又は第二号施設等において業務への従事を開始したときは、その月は一月として計
算し、前後の期間を通算するものとする。

２ 条例第七条第一号に規定する看護職員が特に不足していると知事が認める地域にあ
る第一号施設等において業務に従事した期間がある場合は、前項の規定の例により計
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算して得た月数に三十六分の六十を乗じて得た月数を当該従事期間とする。この場合

において、当該月数に一月未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとす

る。

（申請書等の様式）
第十八条 次の表の中欄に掲げる申請書等の様式は、それぞれ当該上欄に掲げるとお
りとし、当該下欄に掲げる条項に該当する場合に用いるものとする。

様式番号 申請書等の種類 根拠条項
別記様式第一号 養成施設修学資金貸与申請 第二条第一項

書
別記様式第一号の二 大学院修士課程修学資金貸 第二条第二項

与申請書
別記様式第二号 個人情報の収集及び利用に 第二条第一項第二号

関する同意書 第二条第二項第二号
別記様式第三号 身上調書（養成施設修学資 第二条第一項第三号

金貸与申請用）
別記様式第三号の二 身上調書（大学院修士課程 第二条第二項第三号

修学資金貸与申請用）
別記様式第四号 保証人変更願 第三条第三項
別記様式第五号 修学資金貸与契約通知書 第四条
別記様式第六号 削除
別記様式第七号 修学資金借用証書 第五条
別記様式第八号 修学資金貸与辞退願 第七条
別記様式第九号 修学資金貸与契約解除通知 第八条

書
別記様式第十号 修学資金返還債務免除申請 第十条

書 第十三条
別記様式第十一号 修学資金返還債務免除決定 第十条の二

通知書 第十三条
別記様式第十二号 削除
別記様式第十三号 返還方法変更願 第九条第二項
別記様式第十四号 修学資金返還猶予申請書 第十四条第一項
別記様式第十五号 修学資金返還猶予決定通知 第十五条

書
別記様式第十六号 氏名・本籍・住所・就業先 第十六条第一項第一号

変更届 第十六条第二項一号
第十六条第二項第三号

別記様式第十七号 退学・休学・停学・復学・ 第十六条第一項第二号
卒業／修了届

別記様式第十八号 保証人の氏名・住所・職業 第十六条第一項第三号
変更届 第十六条第二項第一号

別記様式第十九号 免許取得届 第十六条第二項第二号
別記様式第二十号 業務開始・廃止届 第十六条第二項第三号
別記様式第二十一号 他種養成施設入学・退学・ 第十六条第二項第四号

卒業及び大学院博士課程進 第十六条第二項第五号
学・退学・修了届

別記様式第二十二号 就業状況届 第十六条第三項
別記様式第二十三号 死亡届 第十六条第四項

附 則（平成十八年三月三十一日規則第三十六号）
１ この規則は、平成十八年四月一日から施行する。
２ 平成十七年度以前の入学生で、同年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金
（以下「修学資金」という。）の貸与を受けたものに係る従事期間の計算については、
改正後の第十七条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（平成三十年三月二十七日規則第十九号）
１ この規則は、平成三十年四月一日から施行する。
２ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定により作成されている用紙があるとき
は、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、適宜補正して使用することができ
る。
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附 則（令和元年十月十八日規則第二十一号）

１ この規則は、令和二年四月一日から施行する。ただし、第十条の二第一項の改正規
定（「第八号」を「第七号」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に改正前の群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与
条例施行規則の規定により作成されている用紙があるときは、改正後の同規則の規定
にかかわらず、当分の間、適宜補正して使用することができる。

３ 令和元年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修学資金」という。）
の貸与を受けた者に係る当該修学資金の返還については、改正後の第九条の規定にか
かわらず、なお従前の例による。



届出・申請様式

以下に添付してある届出申請様式は複写（コピー）してご使用ください。○

代表的な様式のみ添付してありますので、ここに添付されていない様式が○

必要となった場合は、群馬県健康福祉部医務課看護係あてご連絡ください。

○ 次のページに記入例がありますので、参考にしてください。





【届出用紙記入例

当然免除(全額免除)の場合】

別記様式第１０号（規格Ａ４）（第１０条、第１３条関係）

修学資金返還債務免除申請書

年 月 日令和× ４ １

群馬県知事 あて

次のとおり修学資金の返還を免除してください。

免 除 申 請 金 額 円１，２９６，０００

借 用 金 額 円１，２９６，０００

過去に免除を受けた額 円０

過去に返還済の額 円０

貸 与 期 間 年 月から 年 月まで令和× ４ × ３

５年間県内の診療所において継続して勤務したため申 請 の 理 由

在職期間証明書添 付 書 類

決 定 番 号 第 号 第 号××××× ×××××

第 号 第 号×××××

氏 名 印桐生 絹子

×××－××××住 所 〒
××市××町××× ××コーポ２０３号室

××××－××－××××電 話 番 号

×××看護学院修学資金貸与時の
養成施設又は大学院名 （ 在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了 ）×× 3

氏 名 印
保

桐生 忠

×××－××××
証

住 所 〒
××市××町××× ××コーポ２０３号室

人 ××××－××－××××電 話 番 号

氏 名 印保 利根 浩志

×××－××××証 住 所 〒
××村大字×× ××××

人 ××××－××－××××電 話 番 号

【届出用紙記入例

返還方法を変更する場合】

別記様式第１３号（規格 ４）（第９条関係）A
返 還 方 法 変 更 願

年 月 日令和× × ×

群馬県知事 あて

次のとおり変更してください。

返還金額（返還未済額） 円５０４，０００

借 用 金 額 円５０４，０００

過去に免除を受けた額 円０

過去に返還済の額 円０

月賦均等償還金 円ずつ ・ 一括返 還 方 法
旧

年 月から 年 月まで返 還 年 月 日

月賦均等償還金 ２１，０００円ずつ ・ 一括返 還 方 法
新

令和×年４月から×年 ３月まで返 還 年 月 日

決 定 番 号 第 号 第 号××××× ×××××

第 号 第 号

氏 名 印敷島 花江

×××－××××住 所 〒
××市××町××× ××荘２０６号室

××××－××－××××電 話 番 号

×××准看護学校修学資金貸与時の
養成施設又は大学院名 （ 在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了 ）×× 3

氏 名 印
保

敷島 園子

×××－××××
証

住 所 〒
××村大字×× ××－×××

人 ××××－××－××××電 話 番 号

氏 名 印保 広瀬 太郎

×××－××××証 住 所 〒
××町大字×× ××××

人 ××××－××－××××電 話 番 号



【届出用紙記入例 他種養成施設に

別記様式第１４号（規格Ａ４）（第１４条関係）

修 学 資 金 返 還 猶 予 申 請 書

年 月 日令和× ４ ７

群馬県知事 あて

次のとおり修学資金の返還債務の履行を猶予してください。

借 用 金 額 円１，２９６，０００

××助産師学校進学のため申 請 の 理 由

猶 予 の 期 間 年 月から 年 月まで令和× ４ × ３

添 付 書 類

決 定 番 号 第 号 第 号××××× ×××××

第 号 第 号×××××

氏 名 印群馬 花子

×××－××××住 所 〒
××市××町 ﾚｲｸﾗﾝﾄﾞ大手町×××号

×××－×××－××××電 話 番 号

×××高等看護学院修学資金貸与時の
養成施設又は大学院名 （ 在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了 ）×× 3

氏 名 印群馬 太郎
保

×××－××××住 所 〒
××村大字×× ××××証

××××－××－××××人 電 話 番 号

氏 名 印前橋 一郎
保

×××－××××住 所 〒
××市××町 ××－×××証

×××－×××－××××人 電 話 番 号

進学し、返還猶予を申請する場合】

別記様式第２１号（規格Ａ４）（第１６条関係）

他種養成施設入学・退学・卒業
届

大学院博士課程進学・退学・修了

年 月 日令和× ４ ７

群馬県知事 あて

次のとおり入学／進学・退学・卒業／修了しました。

群馬 花子氏 名

養大
東京都×××区××× ×－×－×所 在 地

成学

施院
×××助産師学校名 称

設

入学／進学
退 学 年月日 年 月 日令和× ４ ５
卒業／修了

上記のとおり相違ありません。

年 月 日令和× ４ ７

××助産師学校長養成施設の長
又は 印東京 太郎

学 長

※以下は修学生本人が記入してください。

決 定 番 号 第 号 第 号××××× ×××××

第 号 第 号×××××

借 用 金 額 円１，２９６，０００

貸 与 期 間 年 から 年 月まで令和× ４月 × ３

群馬 花子氏 名

×××－××××住 所 〒
××市××町 ﾚｲｸﾗﾝﾄﾞ大手町×××号

×××－×××－××××電 話 番 号



別記様式第４号（規格Ａ４）（第３条関係） 

 

保 証 人 変 更 願                

 

年   月   日 

   群馬県知事       あて 

 

  次のとおり保証人の変更を承認してください。承認の上は、新保証人は、本人と連帯

して修学資金の返還の債務を負担します。 

決 定 番 号 
第          号 第          号 

第          号 第          号 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修学資金貸与時の養
成施設又は大学院名 （在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了） 

 

新

保

証

人

 
 
 
 
 
 
 
 

ふ り が な 
氏 名 印  

生 年 月 日  

本 人 と の 関 係  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

職 業  

旧

保

証

人

 
 
 
 
 
 
 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

変 更 の 理 由  

 



別記様式第１０号（規格Ａ４）（第１０条、第１３条関係） 

 

修学資金返還債務免除申請書                

 

年   月   日 

  群馬県知事       あて 

 

  次のとおり修学資金の返還を免除してください。 

免 除 申 請 金 額                       円 

借 用 金 額                       円 

過去に免除を受けた額                       円 

過去に返還済の額                       円 

貸 与 期 間    年   月から   年   月まで 

申 請 の 理 由  

添 付 書 類  

 

決 定 番 号 
第         号 第         号 

第         号 第         号 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修学資金貸与時の養成
施設又は大学院名 （在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了） 

保 

証 

人 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

保 

証 

人 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

 



別記様式第１３号（規格Ａ４）（第９条関係） 

 

返 還 方 法 変 更 願                

年   月   日 

  群馬県知事       あて 

 

  次のとおり変更してください。 

返還金額（返還未済額）                    円 

借 用 金 額                    円 

過去に免除を受けた額                    円 

過 去 に 返 還 済 の 額                    円 

旧 
返 還 方 法 月賦均等償還金        円ずつ ・ 一括 

返 還 年 月 日       年  月から  年  月まで 

新 
返 還 方 法 月賦均等償還金        円ずつ ・ 一括 

返 還 年 月 日       年  月から  年  月まで 

 

決 定 番 号 
第          号 第          号 

第          号 第          号 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金 貸 与 時 の 

養成施設又は大学院名 （在学中・  年  月退学・  年  月卒業／修了） 

保 

証 

人 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

保 

証 

人 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

 



別記様式第１４号（規格Ａ４）（第１４条関係） 

 

修 学 資 金 返 還 猶 予 申 請 書                

 

年   月   日 

  群馬県知事        あて 

 

  次のとおり修学資金の返還債務の履行を猶予してください。 

借 用 金 額 円   

申 請 の 理 由  

猶 予 の 期 間     年   月から   年   月まで 

添 付 書 類  

 

決 定 番 号 
第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金 貸 与 時 の 
養成施設又は大学院名 （在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了） 

保

証

人

 
 
 
 
 

 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

保

証

人

 
 
 
 
 
 

氏 名 印  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

 



別記様式第１６号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

氏名・本籍・住所・就業先変更届 

年   月   日 

  群馬県知事       あて 

  次のとおり変更しました。 

新 

氏 名  

本 籍  

住 所 〒 

就業先 
所 在 地  

名 称  

旧 

氏 名  

本 籍  

住 所  

就業先 
所 在 地  

名 称  

変 更 の 理 由  

変 更 年 月 日  

添 付 書 類  

 注１ 変更箇所のみ記入すること。 

  ２ 添付書類は、就業先を変更したときに、旧就業先の就業期間を明記した旧就業施

設の長の証明書を添付するものとする。 

決 定 番 号 
第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金 貸 与 時 の 

養成施設又は大学院名 
（在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了） 

 



別記様式第１８号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

保証人の氏名・住所・職業変更届 

 

年   月   日 

   群馬県知事      あて 

 

  次のとおり変更しました。 

  ・保証人について変更箇所のみ記入 

新 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

職 業  

旧 

氏 名  

住 所  

職 業  

変 更 の 理 由  

変 更 年 月 日       年   月   日 

 
 
 
 
 

決 定 番 号 
第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金 貸 与 時 の 

養成施設又は大学院名 （在学中・ 年 月退学・ 年 月卒業／修了） 

 



別記様式第１９号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

免 許 取 得 届                

 

年   月   日 

  群馬県知事       あて 

 

  次のとおり免許を取得しました。 

免 許 の 種 類 ｛保健師・助産師・看護師・准看護師｝免許 

登 録 番 号  

登 録 年 月 日 年    月    日 

登 録 都 道 府 県 名 

（准看護師の場合は記入の

こと。） 

 

備 考  

添 付 書 類 免許証の写し又は登録済証明書の写し 

 
 
 
 

決 定 番 号 

第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金 貸 与 時 の 

養成施設又は大学院名 （  年  月卒業・修了）  

 



別記様式第２０号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

業 務 開 始 ・ 廃 止 届                

 年   月   日 

  群馬県知事       あて 

 

  次のとおり業務の従事を開始・廃止しました。 

氏 名  

業 務 内 容 ｛保健師・助産師・看護師・准看護師｝の業務 

業 務
開 始
廃 止 年 月 日 年   月   日 

就業先 

所 在 地  

名称（施設名）  

雇用・任用期間 定めなし・定めあり（週３０時間以上） 

廃 止 の 理 由  

注 雇用・任用期間の定めがあり、勤務時間が週３０時間を下回る場合、修学資金を

返還しなければなりません。 

 上記のとおり相違ありません。 

 

      年   月   日 

就業施設の長                印   

 

※以下は修学生本人が記入してください。 

決 定 番 号 
第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修学資金貸与時の 
養成施設又は大学院名 （  年  月卒業・修了）  

 



別記様式第２１号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

他種養成施設入学         ・退学・卒業
大学院博士課程進学・退学・修了

 届 

年   月   日 

  群馬県知事       あて 

 

  次のとおり入学／進学・退学・卒業／修了しました。 

氏 名  

大

学

院

養
成
施
設 

所 在 地  

名 称  

入学／進学
退 学
卒業／修了

 年月日    年   月   日 

 上記のとおり相違ありません。 

 

      年   月   日 

養成施設の長
又は
学    長

               印   

 

※以下は修学生本人が記入してください。 

決 定 番 号 
第         号 第         号 

第         号 第         号 

借 用 金 額  

貸 与 期 間  

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

 



別記様式第２２号（規格Ａ４）（第１６条関係） 

 

就 業 状 況 届                

年   月   日 

   群馬県知事      あて 

 

       年   月   日現在、次のとおり就業しています。 

氏 名  

就
業
先 

所 在 地  

名称（施設名）  

業 務 内 容 ｛保健師・助産師・看護師・准看護師｝の業務 

雇 用 ・ 任 用 期 間 定めなし・定めあり（週３０時間以上） 

就 業 開 始 年 月 日 年   月   日 

備 考  

注１ 毎年４月１５日までに提出してください。就業状況届が提出されない場合、修

学資金全額の返還を求める場合があります。 

２ 雇用・任用期間の定めがあり、勤務時間が週３０時間を下回る場合、修学資金を

返還しなければなりません。 

 

  上記のとおり相違ありません。 

 

       年   月   日 

就業施設の長               印   

※以下は修学生本人が記入してください。 

決 定 番 号 
第        号 第        号 

第        号 第        号 

氏 名  

住 所 
〒 

電 話 番 号  

修 学 資 金貸 与時の 

養成施設又は大学院名 （  年  月卒業／修了）  

 





修学資金に関する

問 い 合 わ せ 先

届出書類の提出先

〒３７１－８５７０

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号

群馬県健康福祉部医務課看護係 修学資金担当

０２７（２２６）２５３８電 話


